　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2012年10月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日韓会談文書・全面公開を求める会

　　　　　　　　　　　　　　　　　（共同代表　太田修、田中宏、吉澤文寿）

声明文： 10月11日の東京地裁判決への外務省の控訴に対して
去る10月11日に東京地裁民事第2部が下した日韓会談文書不開示処分取消し請求事件に関する判決は、「条約その他の国際約束に関する文書又はこれに準ずる文書等」が30年を超えてなお不開示とするには、相当の根拠が必要という明確な基準を示しました。また、「外務大臣においては、本件各文書中の不開示部分について、（中略）再検討を真摯かつ速やかに尽くしていくことが切に望まれる」との付言がなされました。本会としてはこの判決を高く評価します。

しかし残念なことに、外務省は、この判決に対して24日、東京高等裁判所に控訴しました。その際、玄葉光一郎外相は同日の記者会見で、「開示すれば国益を損なうと判断される部分は引き続き不開示処分が妥当である」としながらも、「判決を受けて対象文書約2万ページを精査した結果、開示命令が出た268カ所の約3分の2は全部開示し、控訴した一部についても部分開示には応じ、今回判決で不開示が認められた114カ所に対して、その内約20カ所は全部または部分開示する方針」を示しました。私たちは、外務省が「開示可能なものは原則開示する」とした点については歓迎しますが、一部控訴に対しては抗議の意を表明します。
日本と朝鮮／韓国との関係は、現在の日本で関心事となっている竹島／独島問題ばかりでなく、日本による植民地支配とその清算問題が大きく関っています。今後、日本が韓国／朝鮮やアジア諸国との信頼関係を構築するためには、このような歴史的事実を解明するとともに、それに根ざした行動が必要です。そのためには、情報が正しく開示され、市民がこれを検証できてこそ、民主主義が成り立つと思います。このような観点から、本会は、外務省はより開示を進め、10月11日東京地裁判決が命じたすべての文書を、選別することなく開示することを望みます。

本会は、戦争および植民地支配に対する日本の歴史的責任の問題の解決、そして、正しい情報公開を通した民主主義の実現を目指し、引き続き日韓間国交正常化交渉関連文書の全面公開を要求していきます。
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